
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

横浜市は、市内中小企業の新たな設備投資を後押しするため、平成 30 年６月６日に施

行された生産性向上特別措置法に基づき、「導入促進基本計画」を策定し、公表します。 

また、市内中小企業からの「先端設備等導入計画（以下、導入計画）」の認定申請の受

付を７月２日（月）から開始します。 

平成30年度から32年度までの間に導入計画を策定し、本市の認定を受けた中小企業は、

認定後に導入計画に基づき取得した新規設備に係る固定資産税（償却資産）が３年間ゼロ

になります。さらに、本市の制度融資の利用や国の補助金の優先採択などの支援が受けら

れます。今後、設備投資をお考えの中小企業の皆様は、この機会にぜひ導入計画の申請を

ご検討ください！ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平 成 3 0 年 ６ 月 2 9 日 
経 済 局 も の づ く り 支 援 課 
（公財）横浜企業経営支援財団 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 

裏面あり 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お問合せ先 

経済局ものづくり支援課長（先端設備等導入計画の認定について）中村  隆幸 Tel 045-671-3839 

経済局金融課長（制度融資について）             長谷川 政男 Tel 045-671-2586  

財政局固定資産税課長（固定資産税の特例措置について）    黒部  哲哉 Tel 045-671-2190 

公益財団法人 横浜企業経営支援財団 技術支援担当部長（計画書作成及び確認について） 

加藤  盛司 Tel 045-225-3733 

 

（公財）横浜企業経営支援財団 経営支援部 技術支援担当 
〒231 – 0011 横浜市中区太田町２丁目 23 番地 横浜メディア・ビジネスセンター７階 
TEL：045 – 225– 3733 FAX：045 – 225 – 3738 
 


